
様式１

Ⅰ　団体の概要
（令和4年4⽉1⽇現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）
１ 団体の設⽴⽬的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

３ 団体を取り巻く環境

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 一般財団法人アグリオープンイノベーション機構
所　　在　　地 沼津市⻄野字霞317 設⽴年⽉⽇ 平成29年4⽉17⽇
代　　表　　者 代表理事　　藤井　明 県 所 管 課 経済産業部農業戦略課

運営する施設 －

団体ホームページ http://aoi-i.jp/
https://aoi-forum.jp/  

出資者 出資額（千円） ⽐率（％） 役職員の状況（人）
静岡県       3,000 100.0  常勤役員    2  常勤職員  10 

 うち県OB    2  うち県OB    - 
 うち県派遣    -  うち県派遣    1 

 非常勤役員  11  非常勤職員    6 
役員 計  13 職員 計  16 

基本財産（資本⾦） 計       3,000 100.0 

区　分 内　　　　容

設⽴に係る根拠法令等 ⼀般社団法人及び⼀般財団法人に関する法律

団体の沿⾰ 平成29年4⽉17⽇　設⽴

この法人は、農林⽔産業及び関連産業分野における⾰新的な技術開発及び事業化を複数の主体が協
働し実現するオープンイノベーションにより、産業の振興及び地域経済の発展に寄与することを目的とする。

アグリ（農業）を起点とし、オープンイノベーションにより農（農林⽔産分野）・⾷（⾷品分野）・健（健
康分野）連携を推進し、科学技術・産業振興を進める本県のプロジェクト「先端農業プロジェクト（AOIプ
ロジェクト）」の実施において、農⾷健の各主体間のビジネスマッチング（連携調整、販路開拓、事業化、
資⾦調達⽀援等）など、オープンイノベーションの場「AOIフォーラム」を提供する役割を担っている。

団体を取り巻く社会
経済環境の変化や
新たな県⺠ニーズ

・消費者の健康志向の高まりから、安全・安心な農作物、機能性成分が多く含ま
れる⾷品が求められている。
・就農人⼝の減少や働き⼿不⾜に加え効率的な⽣産も望まれ、農業の⽣産性の
飛躍的な向上をもたらす技術開発が求められている。
・消費者が求める⾷品を提供するマーケットイン型の農業⽣産と流通が求められて
いる。

⾏政施策と団体活動
との関係（役割分
担）

・静岡県では、農業の⽣産性の向上と新しいビジネス展開で地域経済を発展さ
せ、健康寿命の延伸を目指す「先端農業プロジェクト（AOIプロジェクト）」を推進
している。県ではこのプロジェクト全体の推進を統括している。
・当団体では研究の調整、研究成果の事業化やビジネス化を進めるため、農⾷
健、農商⼯、産学官⾦の各分野の機関等の連携、コーディネートを担う。

⺠間企業や他の団体
との関係（役割分
担）

・AOI-PARCに⼊居する⼤学と研究機関は、⺠間企業とともに新しい品種や技術
の研究開発を⾏う。
・また、⺠間企業や農業⽣産者は、オープンイノベーションでビジネス化を目指す会
員制組織のAOIフォーラムに⼊会し、マッチング等を進める。
・当団体は、AOIフォーラムを運営するとともに、⼊居する研究機関や企業及び
フォーラム会員のシーズ・ニーズのマッチングをコーディネートし、ビジネス化を推進す
る。

http://aoi-i.jp/
https://aoi-forum.jp/


４ 事業概要

５ 事業成果指標

６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改⾰が必要

（単位︓千円 ）
区分 事業名 事業概要 R3 決算 R4 予算

合　　　計 97,656 100,730

目標（上段）及び実績（下段）

評価
             -             5           10 累計10
            7           14           15 （R3）
          23           38           52 累計52
          34           43           50 （R3）
         180          190          200 200
         214          241          270 （R3）

※評価　…　Ａ︓目標達成　　Ｂ︓目標未達成　　Ｃ︓目標未達成（乖離⼤）

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ ・AOIフォーラム参画会員企業の個別案件を

⽀援し、令和3年度は1件の成果（商品化）
が挙がった。
・事業化を目指して取り組む案件を増やすた
め、会員企業同士や研究機関とのマッチングや
案件のコーディネートを進め、令和3年度は7件
の事業化案件創出につなげた。
・コロナ禍の中、企業が⼗分な活動を⾏えない
状況下でも、事業化成果の創出のため、オンラ
インによる会員交流会（マッチング機会の提
供）など新たな取組を⾏い、会員の満⾜度向
上に努めた。
・会員勧誘を進め、29会員の増加につなげ
た。

○ ・プロデューサー、コーディネーターを中心に積極
的にオープンイノベーションの⽀援を⾏うなど、⺠
間事業者の事業化に向けた取組が進んだ。
・事業化案件創出件数は目標を下回ったもの
の、案件創出（事業化に向けた企業同士の
契約締結等）に向けて取り組んでいる事業を
多く抱えていることから、更なる取組推進を期
待する。
・事業化件数・AOIフォーラム参画会員数は
目標値を⼤きく上回った。

県補
助

アグリオープンイノ
ベーション事業

・オープンイノベーションの場「AOIフォーラム」の運営
・農⾷健の各主体間のビジネスマッチング⽀援

86,579
うち県補助

77,275

96,800
うち県補助

92,000

国委
託

国委託研究 等 ・内閣府が所管する戦略的イノベーション創造プログ
ラム（ＳＩＰ）第2期の「スマートフードチェーンコン
ソーシアム」に参加し、静岡産温室メロンの輸送時の
鮮度データを取得
・農林⽔産省が所管する「⺠間事業者等の種苗開
発を⽀える『スマート育種システム』の開発」の「育種
ビックデータコンソーシアム」に参加し、人⼯気象器を
用いた栽培実験を実施

11,077 3,930

指標の名称（単位） 目標値
（年度）R1 R2 R3

事業化件数（件） Ａ

事業化案件創出件数（件） B

AOIフォーラム参画会員数(団体） A



７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改⾰が必要

８ 団体改⾰の進捗状況（過去の⾏政経営推進委員会からの意⾒への対応状況）

※○︓対応済　　△︓対応中　　×︓未対応

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ ・農業の⽣産性⾰新とビジネス⽀援を目指す

AOIプロジェクトは、農業の成⻑産業化及び⼀
次産業におけるSDGｓ貢献を推進する国の
方向性とも合致し、今後とも重要性が増してく
るものと考えられる。
・当団体は、農業⽣産者、研究機関、⼤学、
企業、⾏政など様々なプレーヤーの連携を進め
るため、産学官⾦の間に⽴ち、タイムリーかつ的
確なコーディネートにより、農業の⽣産性⾰新と
ビジネス⽀援、流通の効率化に貢献している。
・また、フォーラム会員を中心に⽣産者やJAとの
連携により、ニーズが高まるマーケティングや販
路拡⼤、新たな技術等を用いた産地化などを
推進できる団体である。

○ ・オープンイノベーションにより新たな価値を共創
するAOIプロジェクトにおいて、コーディネーター
によるビジネスマッチングなどを通じ、企業・事業
化の⽀援等を⾏う本団体の役割は重要であ
る。
・また、農・産･学･官･⾦の多様な主体で形成
され、相互の交流の場である「AOIフォーラム」
の運営においても、当プロジェクトの推進に貢献
している。

対応状況
団体記載 県所管課記載

-

⾏政経営推進委員会意⾒
（経営健全性に係る意⾒を除く）



Ⅲ　点検評価（経営の健全性）
１ 財務状況

 単年度収⽀　　　
 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収⼊計
 事業費用

 事業外費用
 特別損失
 ⽀出計

（ 単位︓千円 ）

評価
(d-h)  13,708  -3,689  -3,634 B

(a+b-e-f)  13,708  -3,689  -3,634 B
公益目的事業会計  -  -  - 
収益事業等会計  13,708  -3,689  -3,634 R元年度取得財産の減価償却

法人会計  -  -  - 
 剰余⾦  14,212  10,523  6,889 A

※評価　…　Ａ︓プラス　　Ｂ︓特別な要因によるマイナス　　Ｃ︓マイナス

主な増減理由等
 資産  199,064  21,892  15,666  11,819 

 流動資産  182,356  8,684  5,958 R2に国の研究プロジェクト未払⾦が
あったことによる減  5,611 

 固定資産  16,708  13,208  9,708 R元年度取得財産の減価償却によ
る減  6,208 

 負債  181,852  8,369  5,777  5,611 
 流動負債  181,852  8,369  5,777 R2に国の研究プロジェクト未払⾦が

あったことによる減  5,611 
 固定負債  -  -  - 

 正味財産/純資産  17,212  13,523  9,889  3,000 
 基本財産/資本⾦  3,000  3,000  3,000  3,000 
 剰余⾦等  14,212  10,523  6,889 R元年度取得財産の減価償却によ

る減  - 
 運用財産  -  -  -  - 

(a)  250,000  98,000  97,656  100,730 

うち県⽀出額  61,313  81,069  77,275  92,000 
(県⽀出額/事業収益) (24.5%) (82.7%) (79.1%) (91.3%)

(b)  -  -  -  - 
うち基本財産運用益  -  -  -  - 

(c)  -  -  -  - 
うち基本⾦取崩額  -  -  -  - 

(d=a+b+c)  250,000  98,000  97,656  100,730 

(e)  236,292  101,689  101,290  100,730 

うち人件費  50,302  71,833  64,025  70,232 
(人件費/事業費用) (21.3%) (70.6%) (63.2%) (69.7%)

(f)  -  -  -  - 
(g)  -  -  -  - 

(h=e+f+g)  236,292  101,689  101,290  100,730 

収⽀差 (d-h)  13,708  -3,689  -3,634 R元年度取得財産の減価償却によ
る減  - 

区　　　　分 R1 決算 R2 決算 R3 決算 備考（特別な要因等）

健
全
性
指
標

区　　　　分 R1 決算 R2 決算 R3 決算 R4 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入



２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ ⾚字の要因（前年度の単年度収⽀、経常損益が⾚字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改⾰が必要
５ 団体改⾰の進捗状況（過去の⾏政経営推進委員会からの意⾒への対応状況）

※○︓対応済　　△︓対応中　　×︓未対応

事業費の適正な執⾏管理と⽀出の節約に努めた。

令和元年度に取得した財産の減価償却

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ 県からの補助⾦により事業を⾏っており、適正

な執⾏による健全性確保を図った。
○ 毎⽉、補助⾦の執⾏状況を確認しており、効

果的な事業運営が⾏われている。

対応状況
団体記載 県所管課記載

-

⾏政経営推進委員会意⾒
（経営健全性に係るもの）



Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意⾒等（県所管課記載）
・農業におけるオープンイノベーションを更に推進するた
め、⺠間企業等とのマッチングを、これまで以上に積
極的に展開する必要がある。
・県の補助⾦に頼っている財務体質から、⽀援の対
価などの自主財源を確保し、それらを原資にしてより
充実した事業を展開できる体制に転換していく。
・また、国のプロジェクトに参加するなど、外部資⾦を
活用した事業化⽀援の取組を充実させていく。

・団体の活動を充実させるためには、新たな財源確保
に向けた取組が必要である。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意⾒等（県所管課記載）
・令和3年度は4件の国のプロジェクトに参加し、委託
費による研究事業等を実施した。また、フォーラム会
員企業と6件のコンサルタント契約を締結し、⼿厚い
⽀援を⾏うことにより、収⼊を得た。
・令和4年度は2件の国のプロジェクトに参加し委託
料を得て、研究事業を⾏う計画である。また、フォーラ
ム会員企業に対しては、⼿厚い⽀援による自主財源
の確保に努めていく。
・AOI－PARCに⼊居している慶應義塾⼤学の研究
成果である、農業情報記録アプリを運用することによ
り、農業者の⽣産性向上を⽀援するとともに、自主
財源の確保につなげていく計画である。

・令和3年度は、国のプロジェクトへの参加などによる外
部資⾦を活用した事業化⽀援の取組を進めた。
・また、令和4年度は、前年に引き続き国の委託研究
等に参加して外部資⾦を確保するとともに、自主財源
確保に向けた各種事業の収益化の推進が求められ
る。



Ⅴ　組織体制及び県の関与
１ 役職員数及び県⽀出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位︓人、千円）
区　分 R1 R2 R3 R4 備考（増減理由等）

常勤役員数           1           1           1           2 
うち県ＯＢ           1           1           1           2 専務理事と兼任だった事務局⻑を新たに採用し２名体制

となったため

うち県派遣            -            -            -            - 
常勤職員数           6           6         10         10 

うち県ＯＢ           1           1           1            - 退職（非常勤職員として採用）
うち県派遣           1           1           1           1 

県⽀出額   61,313   81,069   77,275   92,000 
補助⾦   61,313   81,069   77,275   92,000 職員通年採用、セミナー再開等
委託⾦            -            -            -            - 
その他            -            -            -            - 

県からの借⼊⾦            -            -            -            - 
県が債務保証等を
付した債務残高            -            -            -            - 

※役職員数は各年度４⽉１⽇時点、県⽀出額は決算額（当該年度は予算額）、借⼊⾦・債務残高は期末残高

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○︓基準を満たしている　　△︓基準を満たしていないが合理的理由がある　　×︓基準を満たしていない

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○︓基準を満たしている　　△︓基準を満たしていないが合理的理由がある　　×︓基準を満たしていない

 定員管理の方針等を
 策定し、組織体制の
 効率化に計画的に取
 り組んでいるか

○ 団体の規模が⼩さいことから定員管理計画等は定めていないが、事務局規
程により組織を規定している。さらなる機能強化のために客員研究員の規定
を定め、様々な研究開発案件の⽀援に対して柔軟に対応できる体制を構
築している。

 常勤の役員に占める
 県職員を必要最⼩限
 にとどめているか

○ 常勤役員に県OB１人を充てている。また、非常勤の理事兼常勤の事務局
⻑に県OB1人を充てている。AOIプロジェクトが県の推進する先端農業プロ
ジェクトであり、県と密接な連携において事業を展開する必要があるため、必
要最⼩限の配置である。

 常勤の職員に占める
 県からの派遣職員を
 必要最⼩限にとどめ
 ているか

○ 事務局職員に県派遣職員1人を充てている。県との連携協⼒のための必要
最⼩限の配置である。

 県からの派遣職員に
 ついて、必要性、有効
 性が認められるか

○ 県の主要施策であるAOIプロジェクトを推進する上で、本団体との連携を密
にし、県及び本団体が主体的に事業を実施するために、派遣職員は重要
な役割を担っている。

 県からの補助⾦等の
 ⽀出や借⼊⾦等につ
 いて、必要性、有効性 
 が認められるか

○ 農林⽔産業及び関連産業分野における⾰新的な技術開発及び事業化を
複数の協働により実現するオープンイノベーションの⽀援を通じて、産業の振
興につながるビジネス展開を⽀援するため、本団体は産業⽀援機関として
重要な役割を担っており、県からの補助⾦により効果的に事業を展開してい
る。



Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組

１ 外部意⾒把握の⼿法及び意⾒

２ 事業やサービスの⾒直し例

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意⾒・評価

 ○︓実施している／公表している　　―︓実施していない／公表していない

外部評価委員
会

○ - ・シニアアドバイザー会議を3⽉25⽇
に会場、オンライン併用で開催
・シニアアドバイザー3人、統括プロ
デューサー1人、研究統括1人が出
席
・団体の活動状況を報告し、事業
実施や今後の団体のあり方等につき
アドバイスをいただいた。

・事業展開に関しては、成果も出て、
新たな展開も⾒えてきているとの評価
を得た。
・今後、SDGｓ推進に貢献するような
事業も必要とのご意⾒をいただいた。

利用者ｱﾝｹｰﾄ ○ - ①7⽉2⽇　AOIフォーラム会員総
会（回答者︓70人）
②9⽉2⽇　AOIフォーラム会員交
流会（回答者︓26人）
③10⽉12⽇　AOIフォーラム会員
セミナー（回答者︓18人）
④12⽉10⽇　AOIフォーラム会員
交流会（回答者︓22人）

①81.4％の回答者が「好評価（満
⾜、やや満⾜）」と回答。
②73.1％の回答者が「好評価（満
⾜、やや満⾜）」と回答。
③66.7％の回答者が「好評価（満
⾜、やや満⾜）」と回答。
④100％の回答者が「好評価（満
⾜、やや満⾜）」と回答。

利用者等
意⾒交換会

○ - ・会員総会を7⽉2⽇に開催 ・フォーラムを運営するAOI機構の⽀
援機能の充実や自主財源確保の取
り組みなど、将来的な方針を説明し、
ある程度の理解を得た。

その他
(研究調整会議)

○ - ・AOI-PARCに⼊居する県先端農
業推進室、県農技研、慶應、理
研、AOI機構で構成
・⽉例で開催するAOIプロジェクト研
究調整会議に参加し、各機関の研
究の推進やプロジェクトのKPIなどに
ついて意⾒交換を実施

・各機関の研究の調整に伴い、⼊居
企業との研究の進捗などについても意
⾒交換を⾏い、概ね順調との意⾒を
得た。
・ＡＯＩプロジェクトにおける事業やＫ
ＰＩについても意⾒交換を⾏い、KPI
の進捗について、当機構の関与に⼀
定の評価を得た。

・AOIフォーラム会員企業の個別プロジェクトの⽀援については、連携先を紹介するマッチングだけでなく、補
助⾦などの資⾦獲得、販路拡⼤など出⼝戦略を⾒据えた伴⾛型⽀援を強化している。個別プロジェクトの
⽀援強化の成果として、6件のコンサルタント契約を締結し、収⼊を得た。
・会員交流会については、1回はオンライン、1回は新型コロナ対策を万全に取った上で、会場開催した。具
体的なシーズ・ニーズを発表しあってから商談を⾏う形式とし、事業化のきっかけ作りがより⼀層進む方法を
とった。
・毎⽉⽉例で審査会を開催し、理事⻑、統括プロデューサー、研究統括、シニアアドバイザー（1人）から、
案件の優先順位や効果的な事業推進につき意⾒をいただきながら、事業を展開している。


